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一般社団法人 全国中小建設業協会  

会 員 各 位  

一般財団法人 経済調査会 

 

工事歩掛要覧<建築・設備編> 

建築工事の積算・建築設備工事の積算 

のご案内 

謹啓  

時下ますますご清祥の段、お喜び申し上げます。平素は当会の事業に格別のご高配を賜り、厚

くお礼申し上げます。 さて、このたび当会では標記の図書を発刊いたしました。 

 

◆『令和４年度版 工事歩掛要覧<建築・設備編>』（202２年９月発刊） 

・公共建築工事標準仕様書・積算基準・標準単価積算基準・共通費積算基準・数量積算基準等の 

 最新版に準拠。 

・公共建築工事積算研究会参考歩掛と、経済調査会積算研究会検討歩掛を掲載。 

・建築工事・建築設備工事の積算に必要な施工歩掛と各工種・工法の解説を掲載。 

・同書の電子書籍をＰＣ、タブレットスマートフォンで無料で閲覧可能。 

・新たに付録として、公共工事設計労務単価、共通費の算定例を追加。 

 

◆『改訂１１版 建築工事の積算』（20１６年１０月発刊） 

・国土交通省公共建築工事積算基準に準拠し、建築工事の積算手法をわかりやすく解説。 

・豊富な図表と解説・注意点・単価表算出例で、わかりやすく説明。 

・工事歩掛要覧〈建築・設備編〉との併用を推奨致します。 

 

◆『改訂１０版 建築設備工事の積算』（20１４年１１月発刊） 

・電気・機械設備工事の積算手法をわかりやすく解説。 

・電気・機械設備工事の歩掛を網羅し、共通費を含めた掲載歩掛の全てに算出例を掲載。 

・見積時の参考に各工事の特徴や積算上の留意点を豊富な図表を用いて解説。 

・巻末に設計図、数量調書、内訳書の例を掲載するとともに、実務に必要な関係法令・通達も掲載。 

・工事歩掛要覧〈建築・設備編〉との併用を推奨致します。 

 

内容の詳細につきましては添付のパンフレットまたはBookけんせつPlaza(QRコード)を 

ご覧ください。この機会に是非購入をご検討いただけますようお願い申し上げます。 

記  

※１ 送料は通常450円のところ、無料とさせていただきます。 

※２ 会員様限定で、表示の税込み価格は、2022年12月31日まで有効 

 

本件ご案内に関する問い合わせ先 

一般財団法人 経済調査会 業務部 業務企画室  担当：松井 

〒105-0004 東京都港区新橋6－17－15  TEL 03-5777-8222  FAX 03-5777-8237 
  



KSC・ジャパン（株）                  申 込 F A X 番 号          
（経済調査会出版物管理業務委託先） 行      ０３－６８６８－０９０１ 

 

全国中小建設業協会 会員専用 購入申込書 

 

書籍名 定価（税込） 発刊時期 申込数 

令和４年度版 工事歩掛要覧 

＜建築・設備編＞  
8,470 円 

 
2022 年 9 月 部 

改訂１１版 建築工事の積算 ６,496 円 
 

2016 年 10 月 部 

改訂１０版 建築設備工事の積算 7,334 円 
 

2014 年 11 月 部 

季刊 建築施工単価    号 4,819 円 
 
 部 

月刊 積算資料    月号 3,981 円 
 
 部 

１．価格は全て税込み、送料無料 

２．表示の税込み価格は、2022 年 12 月 31 日(土)まで有効 

３．各図書等は発刊次第、順次、発送させて頂きます。発送が複数回となる場合、請求書 

は最後の発送時に同封いたします。 

 ４．請求書および送本に関するお問い合わせ：０１２０－２１７－１０６ 

※KSC・ジャパン（経済調査会出版物管理業務委託先） 

 

申 込 日     年   月   日 ※太線内の必要事項をご記入ください。 

ご 住 所     
(送付先) 

(〒    －     ) 
 
 

貴社名 
 
 

部署名  

ﾌﾘｶﾞﾅ 
ご担当者名 

 ＴＥＬ  

備  考 
 
 
 

ご記入いただいたお名前、ご住所、電話番号等の情報は、今後、経済調査会発行の雑誌･書籍及び講習会等のご案内や、

アンケートの依頼の際に使わせていただくことがあります。また、ご記入いただいた内容についての照会、修正等につき

ましては問合わせ先までご連絡ください。なお、送本等一部の業務については、守秘義務を含む業務契約を締結した経済

調査会の協力会社に委託することがあります。                  
100-22-006 



❷　変　圧　器
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油入変圧器（単相） モールド変圧器（三相）

 表・電・2-4-2　変圧器  （ 1 台当たり）

名　　　称 規　　　格
変圧器

雑材料
電　工 普　通

作業員 その他 搬入費 摘　要
台 人 人

変 圧 器
（6kV/3kV）

単相  10kVA 1

一式

（ 材料 ）価格 
×0 . 002

0 . 460 0 . 460

一式 一式

〃  20 〃 1 0 . 779 0 . 779
〃  30 〃 1 0 . 823 0 . 823
〃  50 〃 1 0 . 973 0 . 973
〃  75 〃 1 1 . 60 1 . 60
〃 100 〃 1 1 . 71 1 . 71
〃 150 〃 1 2 . 12 2 . 50
〃 200 〃 1 2 . 25 2 . 65
〃 250 〃 1 2 . 59 2 . 98
〃 300 〃 1 2 . 90 3 . 37
〃 400 〃 1 3 . 41 4 . 29
〃 500 〃 1 3 . 81 4 . 68

三相  10kVA 1 0 . 584 0 . 584
〃  20 〃 1 0 . 947 0 . 947
〃  30 〃 1 1 . 04 1 . 04
〃  50 〃 1 1 . 22 1 . 22
〃  75 〃 1 1 . 81 1 . 81
〃 100 〃 1 2 . 01 2 . 01
〃 150 〃 1 2 . 47 2 . 84
〃 200 〃 1 2 . 74 3 . 15
〃 250 〃 1 3 . 09 3 . 58
〃 300 〃 1 3 . 55 3 . 95
〃 400 〃 1 3 . 89 4 . 79
〃 500 〃 1 4 . 37 5 . 25

（注）　1．　  油入または乾式（箱共）の場合とする。
　　　2．　  「その他」の率対象は，電工，普通作業員とする。

 変圧器の種類 

油 入 油入変圧器

乾 式 モールド変圧器

H種乾式変圧器

❸　高圧進相コンデンサ

❹　直列リアクトル

458　　電気設備工事 2-4　受変電設備　　459

電
力
設
備

工

事

ルトクアリ列直高圧進相コンデンサ

（注）種類には，油入，乾式（モールド，ガス封入式）がある。

ルイコ電放

 表・電・2-4-3　高圧進相コンデンサ  （ 1 台当たり）

名　　　称 規　　　格
高圧進相
コンデンサ 雑材料

電　工 普　通
作業員 その他 搬入費 摘　要

台 人 人

高 圧 進 相
コ ン デ ン サ
（6kV/3kV）

三相 10/12 kvar 1

一式

（ 材料 ）価格 
×0 . 002

0 . 248 0 . 248

一式 一式

〃  15/18 〃 1 0 . 301 0 . 301
〃  20/24 〃 1 0 . 442 0 . 442
〃  25/30 〃 1 0 . 558 0 . 558
〃  30/36 〃 1 0 . 575 0 . 575
〃  50 〃 1 0 . 655 0 . 655
〃  75 〃 1 1 . 13 1 . 13
〃 100 〃 1 1 . 26 1 . 26
〃 150 〃 1 1 . 59 1 . 59
〃 200 〃 1 1 . 78 1 . 78

（注）　1．　  油入または乾式（箱共）の場合とする。
　　　2．　  放電コイルの取付けを含む。
　　　3．　  「その他」の率対象は，電工，普通作業員とする。

 表・電・2-4-4　直列リアクトル（高圧進相コンデンサ用）  （ 1 台当たり）

名　　　称 規　　　　格
直 列
リアクトル 雑材料

電　工 普　通
作業員 その他 搬入費 摘　要

台 人 人

直 列
リ ア ク ト ル
（6kV/3kV）

三相SC 50kvar用 1

一式

（ 材料 ）価格 
×0 . 002

0 . 629 0 . 629

一式 一式
 〃  75 〃 1 0 . 682 0 . 682
 〃 100 〃 1 0 . 823 0 . 823
 〃 150 〃 1 0 . 911 0 . 911
 〃 200 〃 1 0 . 973 0 . 973

（注）　1．　  油入または乾式（箱共）の場合とする。
　　　2．　  「その他」の率対象は，電工，普通作業員とする。

変圧器

　　⑩  　改修工事における荷揚用揚重機械器具の費用において，規格の選定および存置日数は，施
工内容，施工条件等により規格を選定する。

⑶　共通仮設費率の算出
　　共通仮設費率の算出には，表・12～18までに示す工事種別ごとの表中の算定式を用いる。
　 　共通仮設費率の算出に用いるT（工期）は，入札公告等に示された開示予定日から工期末まで
の日数をもとに，開札から契約までを考慮し 7日を減じた日数を30日/月で除し，小数点以下第
2位を四捨五入して小数点以下第 1位止めとする。なお，設計図書等に工期の始期が明示されて
いる場合は，その始期から工期末までの日数を30日/月にて除する。また，工事一時中止（一部
一時中止の場合も含む）があった場合は，これを理由として工期延伸する期間を除く。
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 表・10　  地上階の仕上用揚重機械存置日数（鉄筋コンクリート造） 

階数（N） 規　　格 存置日数 摘　　要

1 16t 4×A＋1

2 16t 8×A＋2

3 16t 12×A＋3

4 ロングスパン工事用エレベータ1t未満 18 . 5×N＋40 . 5 建築面積1 , 000m 2ごとに 1台

5 ロングスパン工事用エレベータ1t未満 18 . 5×N＋40 . 5 建築面積1 , 000m 2ごとに 1台

 表・11　  地下階の仕上用揚重機械存置日数（鉄筋コンクリート造） 

階数 規　　格 存置日数 摘　　要

B1 16t 6 . 4×A

 表・23　共通仮設費率（新営建築工事） 

直接工事費 1 , 000万円以下 1 , 000万円を超える

上　限 4 . 33% 5 . 78×P－0 . 0313

共通仮設費率 共通仮設費率算定式により算出された率

下　限 3 . 25% 4 . 34×P－0 . 0313

算定式　Kr＝7 . 56×P－0 . 1105×T  0 . 2389

ただし，Kr：共通仮設費率（％）
P：直接工事費（千円）とし，1 ,000万円以下の場合は，1 ,000万円として扱う
T：工期（か月）

（注）　1．　  本表の共通仮設費率は，施工場所が一般的な市街地の比率である。
　　　2．　  Krの値は，小数点以下第 3 位を四捨五入して小数点以下第 2 位止めとす

る。

　 　工期の長短によって算出結果の共通仮設費率は変わるが，図中で設定された共通仮設費率の上
限費率と下限費率の間の値を用いる。
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図・1　工期と共通仮設費率（新営建築工事 直接工事費1 , 000万円の場合）

 表・13　共通仮設費率（改修建築工事） 

直接工事費 500万円以下 500万円を超える

上　限 6 . 07% 11 . 74×P－0 . 0774

共通仮設費率 共通仮設費率算定式により算出された率

下　限 3 . 59% 6 . 94×P－0 . 0774

算定式　Kr＝18 . 03×P－0 . 2027×T  0 . 4017

ただし，Kr：共通仮設費率（％）
P：直接工事費（千円）とし，500万円以下の場合は，500万円として扱う
T：工期（か月）

（注）　1．　  本表の共通仮設費率は，施工場所が一般的な市街地の比率である。
　　　2．　  Krの値は，小数点以下第 3 位を四捨五入して小数点以下第 2 位止めとす

る。

共通仮設費の算出

主要目次

令和4年
9月発刊 工事歩掛要覧〈建築・設備編〉工事歩掛要覧〈建築・設備編〉工事歩掛要覧〈建築・設備編〉

令和4年度版

総　　論
建築工事編
建築工事の積算について
1. 仮　設
2. 土　工
3. 地　業
4. 鉄　筋
5. コンクリート
6. 型　枠
7. 鉄　骨
8. 既製コンクリート

9. 防　水
10. 石
11. タイル
12. 木　工
13. 屋根およびとい
14. 金　属
15. 左　官
16. 建　具
17. 塗　装
18. 内外装
19. 仕上ユニットほか

20. 排　水
21. 構内舗装
22. 植　栽
23. とりこわし
24. 建築改修
電気設備工事編
電気設備工事の積算について
1. 共通工事
2. 電力設備工事
3. 通信・情報設備工事
4. 改修工事

機械設備工事編
機械設備工事の積算について
1. 共通工事
2. 空気調和設備工事
3. 自動制御設備工事
4. 給排水衛生設備工事
5. 改修工事
付　　録
1. 公共工事設計労務単価について
2. 共通費（一括発注工事）の算定例

●令和4年度の積算基準類等に準拠
●公共建築工事積算研究会参考歩掛りと、経済調査会積算研究会
検討歩掛りも併せて掲載

●付録に、（令和4年3月からの）公共工事設計労務単価、
　共通費（一括発注工事）の算定例を掲載

内容見本

　型枠材（丸パイプおよびパイプサポート類も含む）は，型枠業者が回収する。
　型枠組立解体時に発生した鉄線，くぎ類および端材の処理費は，共通仮設費の屋外整理清掃費に
含まれる。
　型枠材の運搬費は往復とし，運搬距離は30km程度（片道）を標準として別途計上する。
　打放し合板型枠の歩掛には，標準的な面木類を含む。
　小型構造物の型枠とは，工作物の基礎等において， 1か所当たり 1 m 3程度のコンクリート量で
点在する構造物，高さ 1 m程度の擁壁，および囲障の基礎等をいう。
　型枠の施工能率の変動要因として考えられ，別途の計上が必要となるか否かについて検討すべき
項目を以下に示す。
　　①　階高が特に高いか，または吹抜け部分の有無
　　②　繰返し作業の多少（職人の習熟度の有無）
　　③　工場製品との取合いの多少
　　④　建物の仕上げ程度
　これらのほかに，加工不可能な特殊な型枠を使用する場合や二重床板で型枠取外しのための「ダ
メ穴」が必要な場合の事後処理については，十分に配慮する。これらは見落とすことが多いが，積
算上無視することは工事費に影響を及ぼすばかりでなく，品質管理上も問題である。
　なお，資材価格については，「月刊 積算資料」等を参考に設定することが望ましい。また，公共
建築工事の積算では，普通合板型枠，打放し合板型枠，型枠運搬費については，市場単価（「季
刊 建築施工単価」等に掲載）を採用している。
　一般の型枠の標準的な構成比率を次に示す。
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 型枠の標準的な構成比（鉄筋コンクリート造建物，一般ラーメン）  （％）

名　　　称 基　礎 地中梁 柱 梁 壁 床その他 計

構 成 比 3 10 10 20 35 22 100

 型枠の標準的な構成比（鉄筋コンクリート造建物，壁式）  （％）

名　　　称 基　礎 地中梁 壁 床その他 計

構 成 比 2 6 62 30 100

 型枠の標準的な構成比（鉄骨造建物，門形ラーメン）  （％）

名　　　称 基　礎 地中梁 計

構 成 比 30 70 100

❶　型　　　枠
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型

枠

柱の型枠例

例枠型の梁大例枠型の梁小

柱の型枠例
（コラムクランプ使用）

 表・建・6-1　普通合板型枠  （ 1 m2当たり）■は市場単価

名　　　称 規　　　格 単位 小型構造物
鉄骨造建物

門　　形（ラーメン）

鉄　　　筋
コンクリート
造　建　物
一　　般（ラーメン）

鉄　　　筋
コンクリート
造　建　物
（壁　式）

摘　　 要

合 板 型枠用厚さ12mm
900×1 , 800mm m2 1 . 25 1 . 05 1 . 04 1 . 03 27（50）％

さ ん 材 60×30mm m3 0 . 007 0 . 004 0 . 004 0 . 003 36（50）％
角 材 100×100mm 〃 0 . 02 ― 0 . 003 0 . 003 20（50）％
丸 パ イ プ  ϕ 48 . 6 m ― 7 . 59 7 . 33 7 . 55 3%
パイプサポート 本 ― ― 0 . 44 0 . 33 5%
セ パ レ ー タ ボルト式 個 ― 2 . 18 1 . 74 1 . 71 100%
フォームタイ 座金共 本 ― 4 . 36 3 . 48 3 . 42 30%
鉄 線 kg 0 . 09 ― ― ―
く ぎ 金 物 〃 0 . 04 0 . 06 0 . 05 0 . 05
は く 離 剤 ℓ 0 . 02 0 . 02 0 . 02 0 . 02
型 わ く 工 人 0 . 15 0 . 11 0 . 13 0 . 13
普 通 作 業 員 〃 0 . 07 0 . 05 0 . 07 0 . 06
そ の 他 一式 一式 一式 一式

（注）　1．　  摘要欄の数値は，1 現場当たりの損料率を示す。（　）内の数値は，小型構造物の損料率を示す。
　　　2．　  コンクリート打設時の型枠点検および保守を含む。
　　　3．　  「その他」の率対象は，合板，さん材，角材，丸パイプ，パイプサポート，セパレータ，

フォームタイ，鉄線，くぎ金物，はく離剤，型わく工，普通作業員とする。 型枠
❶　鋼　管　類
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 表・機・1-1-1　  水道用ポリエチレン粉体ライニング鋼管（SGP-PA） 
（給水・冷却水）ねじ接合（管端防食継手）  （ 1 m当たり）

細　　　　目 材　　　　料
配管工

はつり補修 その他
施工箇所 呼び径

管
継　手 接合材等 支持金物

m 人

屋内一般
配　　管

 15 1 . 10

一式
（管単価
×0 . 75）

一式
（管単価
×0 . 05）

一式
（管単価
×0 . 15）

0 . 089

一式
（労務費
×0 . 08）

一式

 20 1 . 10 0 . 100
 25 1 . 10 0 . 123
 32 1 . 10 0 . 151
 40 1 . 10 0 . 166
 50 1 . 10 0 . 208
 65 1 . 10 0 . 271
 80 1 . 10 0 . 307
100 1 . 05 0 . 401

機械室・
便所配管

 15 1 . 10

一式
（管単価
×1 . 10）

一式
（管単価
×0 . 05）

一式
（管単価
×0 . 15）

0 . 107

一式
（労務費
×0 . 08）

一式

 20 1 . 10 0 . 120
 25 1 . 10 0 . 148
 32 1 . 10 0 . 181
 40 1 . 10 0 . 199
 50 1 . 10 0 . 250
 65 1 . 10 0 . 325
 80 1 . 10 0 . 368
100 1 . 05 0 . 481

屋外配管
 （架 空・
暗 渠 内・
共同溝内）

 15 1 . 05

一式
（管単価
×0 . 55

一式
（管単価
×0 . 05）

一式
（管単価
×0 . 15）

0 . 080

― 一式

 20 1 . 05 0 . 090
 25 1 . 05 0 . 111
 32 1 . 05 0 . 136
 40 1 . 05 0 . 149
 50 1 . 05 0 . 187
 65 1 . 05 0 . 244
 80 1 . 05 0 . 276
100 1 . 05 0 . 361

地中配管  15 1 . 05

一式
（管単価
×0 . 40

一式
（管単価
×0 . 05）

―

0 . 062

― 一式

 20 1 . 05 0 . 070
 25 1 . 05 0 . 086
 32 1 . 05 0 . 106
 40 1 . 05 0 . 116
 50 1 . 05 0 . 146
 65 1 . 05 0 . 190
 80 1 . 05 0 . 215
100 1 . 05 0 . 281

（注）　「その他」の率対象は，配管工，はつり補修とする。
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共
通
工
事

 表・機・1-1-2　  水道用ポリエチレン粉体ライニング鋼管（SGP-PB） 
（給水・冷却水）ねじ接合（管端防食継手）  （ 1 m当たり）

細　　　　目 材　　　　料
配管工

はつり補修 その他
施工箇所 呼び径

管
継　手 接合材等 支持金物

m 人

屋内一般
配　　管

 15 1 . 10

一式
（管単価
×0 . 65）

一式
（管単価
×0 . 05）

一式
（管単価
×0 . 15）

0 . 089

一式
（労務費
×0 . 08）

一式

 20 1 . 10 0 . 100
 25 1 . 10 0 . 123
 32 1 . 10 0 . 151
 40 1 . 10 0 . 166
 50 1 . 10 0 . 208
 65 1 . 10 0 . 271
 80 1 . 10 0 . 307
100 1 . 05 0 . 401

機械室・
便所配管

 15 1 . 10

一式
（管単価
×0 . 90）

一式
（管単価
×0 . 05）

一式
（管単価
×0 . 15）

0 . 107

一式
（労務費
×0 . 08）

一式

 20 1 . 10 0 . 120
 25 1 . 10 0 . 148
 32 1 . 10 0 . 181
 40 1 . 10 0 . 199
 50 1 . 10 0 . 250
 65 1 . 10 0 . 325
 80 1 . 10 0 . 368
100 1 . 05 0 . 481

屋外配管
 （架 空・
暗 渠 内・
共同溝内）

 15 1 . 05

一式
（管単価
×0 . 45）

一式
（管単価
×0 . 05）

一式
（管単価
×0 . 15）

0 . 080

― 一式

 20 1 . 05 0 . 090
 25 1 . 05 0 . 111
 32 1 . 05 0 . 136
 40 1 . 05 0 . 149
 50 1 . 05 0 . 187
 65 1 . 05 0 . 244
 80 1 . 05 0 . 276
100 1 . 05 0 . 361

地中配管  15 1 . 05

一式
（管単価
×0 . 35）

一式
（管単価
×0 . 05）

―

0 . 062

― 一式

 20 1 . 05 0 . 070
 25 1 . 05 0 . 086
 32 1 . 05 0 . 106
 40 1 . 05 0 . 116
 50 1 . 05 0 . 146
 65 1 . 05 0 . 190
 80 1 . 05 0 . 215
100 1 . 05 0 . 281

（注）　「その他」の率対象は，配管工，はつり補修とする。

SGP-PB

品確法では「予定価格を適正に定めること」を規定しており、公共
建築工事において積算基準類の適用による工事費積算の実施が
必須です。
本書は、公共建築工事標準仕様書・積算基準・標準単価積算基準・
共通費積算基準・数量積算基準等の最新版に準拠しています。

経済調査会積算研究会 編
B5判  約８００頁
定価8,470円（本体7,700円＋税）
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支払方法
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お支払いに
つきまして
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FAXでのご注文は
送料450円（税込）「BookけんせつPlaza」 03-6868-0901
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季
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市場単価全工種の最新の単価を掲載

●土木工事、下水道工事、港湾工事、地質調査の各市場単価の最新単価
を網羅
●土木工事標準単価を21工種掲載（2022年7月現在）
●週休2日補正単価をHP上で無償閲覧可能
●港湾工事の市場単価の掲載は本誌「土木施工単価」だけ
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市場単価全工種と
その他の建築・設備工事の最新の単価を掲載

季
刊

●建築工事、電気設備工事、機械設備工事の市場単価を都市別に掲載
●耐震・解体・各種改修工事等多くの工事の調査価格を掲載
●地質・測量・環境測定分析・ビルメンテナンス・建築保全業務労務単価・
建設副産物等の各種料金を掲載

主要目次

市場単価（建築・電気・機械）    建築工事    電気設備工事    機械設備工事
各種料金　　資料編（動力・用水・光熱費/共通費）
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